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個別労働紛争における
「いじめ・嫌がらせ」の増加
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民事上の個別労働紛争相談件数
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労働局長への助言・指導申出件数
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紛争調整委員会へのあっせん申請件数
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JILPT資料シリーズ No.154『職場のいじめ・嫌がらせ、パワーハラスメント
の実態―個別労働紛争解決制度における2011年度のあっせん事案を対象に』

いじめあっせん事案における被申請人の業種 いじめのあっせん事案におけるいじめの行為者
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職場のハラスメント対策の展開
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職場のいじめ・嫌がらせ労使円卓会議
• 2011年7月円卓会議設置、2012年1月ワーキンググループ報告書
• パワーハラスメントの6類型を提示
①暴行・傷害(身体的な攻撃)
②脅迫・名誉毀損・侮辱・ひどい暴言(精神的な攻撃)
③隔離・仲間外し・無視(人間関係からの切り離し)
④業務上明らかに不要なことや遂行不可能なことの強制(過大な要求)
⑤業務上の合理性なく能力や経験からかけ離れた程度の低い仕事を命
じることや仕事を与えないこと(過小な要求)
⑥私的なことに過度に立ち入ること(個の侵害)
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職場のパワハラ検討会
• 2017年3月の『働き方改革実行計画』に、検討会設置が明記
• 2018年3月に報告書、職場のパワーハラスメントを定義
①優越的な関係に基づいて、②業務の適正な範囲を超えて、③身
体的・精神的な苦痛を与え、又は就業環境を害する
• パワハラ防止対策として5つの選択肢
①行為者の刑事責任・民事責任、②事業主に対する損害賠償請求
の根拠規定(民事効)、③事業主に対する措置義務、④事業主の対
応措置のガイドライン、⑤社会機運の醸成
• 顧客や取引先からの迷惑行為にも言及
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労政審雇用環境・均等分科会
• 2018年9月から労政審雇用環境・均等分科会（公労使三者構
成）で審議開始、12月に建議

• 立法としては、事業主の措置義務で決着
• セクハラ等に倣ってパワハラ指針を策定すること
• 紛争調整は「あっせん」からセクハラ等と同様の「調停」へ
• 取引先や顧客からの迷惑行為は、法律には規定せず、パワハラ
指針で対応

• 2019年3月に法改正案が国会に提出、5月に成立
• パワハラは「労働施策総合推進法」に規定
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労働施策総合推進法のパワハラ規定
• パワハラを行ってはならないこと等の広報・啓発
• 事業主に対して、パワハラ防止のための雇用管理上の措置義務
（相談体制の整備等）を新設

• パワハラ相談等を理由とした解雇等不利益取扱いの禁止
• 措置の適切・有効な実施を図るための指針の根拠規定を整備
• パワハラに関する労使紛争について、都道府県労働局長による
紛争解決援助、紛争調整委員会による調停の対象とする

• 措置義務等について履行確保のための公表・報告請求等の規定
を整備

• 2020年6月から施行
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パワハラ指針
• 2019年9月から労政審雇用環境・均等分科会でパワハラ指針に
ついて審議、11月にまとまり、12月にも公布予定

• 「業務上必要かつ相当な範囲を超えた」言動に該当するかにつ
いて、6つの行為類型ごとに、該当すると考えられる例、該当
しないと考えられる例を例示

• 雇用管理上講ずべき措置：①事業主の方針等の明確化及びその
周知・啓発、②相談・苦情に応じ、適切に対応するために必要
な体制の整備、③パワハラに係る事後の迅速かつ適切な対応、
さらに④相談者等のプライバシー保護、⑤相談等を理由として
不利益取扱いの禁止
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指針で言及されている
他社・顧客型ハラスメントの2類型

• 事業主が「行うことが望ましい取組」として
①自ら雇用する労働者による自ら雇用する労働者以外の者（他の
事業主が雇用する労働者、求職者、個人事業主、インターンシッ
プ中の者）に対する言動
②他の事業主やその雇用する労働者からのパワハラや顧客からの
著しい迷惑行為（カスタマーハラスメント）
• これらに対する必要な体制整備と被害者への配慮のための取
組、これらを防止するための取組を要請
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ILO第190号条約
• 2019年6月、「仕事の世界における暴力とハラスメントの撤廃に関する条
約」(第190号)採択、

• 仕事の世界における「暴力及びハラスメント」：単発か繰り返されるかに
かかわらず、身体的、精神的、性的若しくは経済的損害を目的とした、若
しくはこれらの損害を引き起こす若しくは引き起こす可能性がある一定の
範囲の許容できない行為及び慣行又はその脅威をいい、ジェンダーに基づ
く暴力及びハラスメントを含む。

• 仕事の世界における労働者及び他の者（国内法令及び国内慣行により定義
される被雇用者、契約の状態にかかわらず働く者、インターン及び見習い
を含む訓練中の者、雇用が終了している労働者、ボランティア、求職者並
びに仕事の応募者を含む。）並びに使用者としての権限、義務又は責任を
行使する者を保護する。

• 加盟国は、この条約の定義の規定を妨げることなく、また、それに従い、
仕事の世界における暴力及びハラスメント（ジェンダーに基づく暴ものを
含む）を定義し、禁止するための法令を制定しなければならない。
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